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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期
連結累計期間

第54期
第２四半期
連結累計期間

第53期

会計期間

自2021年
　４月１日
至2021年
　９月30日

自2022年
　４月１日
至2022年
　９月30日

自2021年
　４月１日
至2022年
　３月31日

売上高 （千円） 3,074,821 3,255,214 6,689,922

経常利益 （千円） 1,046,810 772,452 2,271,488

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 742,927 546,375 1,591,385

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 748,943 581,859 1,601,905

純資産額 （千円） 10,326,432 5,938,664 11,336,586

総資産額 （千円） 12,618,884 8,235,417 13,532,933

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 48.28 37.38 103.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 47.85 37.09 102.23

自己資本比率 （％） 80.5 70.0 82.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,348,235 816,784 2,337,909

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △5,894 △171,526 △94,613

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △516,132 △5,985,605 △396,852

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 6,246,023 1,937,695 7,271,528

 

回次
第53期

第２四半期
連結会計期間

第54期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自2021年
　７月１日
至2021年
　９月30日

自2022年
　７月１日
至2022年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 27.20 26.46

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

 2/22



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

a.経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による経済への影響が続いて

いることに加えて、ウクライナ情勢の長期化による原材料価格の上昇や、外国為替市場での円安・ドル高の進

行等、先行き不透明な状況が続いております。

情報サービス産業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響で、一部の企業にＩＴ投資を控える動

きがありましたが、企業による働き方改革、海外グループ会社を含めたガバナンス強化等を背景として、ＩＴ

投資は堅調に推移してまいりました。

このような状況下で当社グループは、主力である固定資産管理ソリューションにおいて、既存顧客に対する

当社新製品へのバージョンアップ対応、インフラ業界における案件推進等、上場大企業や中堅企業の業務効率

化、経営管理強化等に資するソリューションを展開し、顧客のシステム投資需要に応えてまいりました。これ

らの成果により売上高は順調に増加いたしましたが、成長戦略と位置付けているインフラ業界向けの案件推進

等において売上原価が増加し、研究開発活動の活発化や本社移転関連費用の発生等に伴い販売費及び一般管理

費が増加いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間においては、売上高3,255百万円(前年同四半期比5.9％増)、営業利益

740百万円(同27.5％減）、経常利益772百万円(同26.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益546百万円

(同26.5％減)となりました。

 

　セグメントの経営成績は次の通りであります。

①パッケージソリューション事業

主力の固定資産ソリューションにおきましては、既存顧客に対する当社新製品へのバージョンアップ対応、

インフラ業界における案件推進等を行いました。これらの成果により売上高は順調に増加いたしましたが、成

長戦略と位置付けているインフラ業界向けの案件推進等において売上原価が増加し、研究開発活動の活発化や

本社移転関連費用の発生等に伴い販売費及び一般管理費が増加いたしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は3,210百万円(前年同四半期比7.3％増)、営業利益は

723百万円(同27.6％減)となりました。

 

②その他事業

その他事業におきましては、主に連結子会社である株式会社プロシップフロンティアで行っており、既存顧

客の受託開発や運用管理等の対応を行いました。なお、主力であるパッケージソリューション事業へ注力する

ため、前期にその他事業の一部を譲渡しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は56百万円(前年同四半期比39.2％減)、営業利益は15

百万円(同25.9％減)となりました。

 

b.財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は6,445百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,353百万円

減少いたしました。これは主に自己株式の取得等に伴い現金及び預金が5,333百万円減少したことによるもの

であります。固定資産は1,789百万円となり、前連結会計年度末に比べ56百万円増加いたしました。これは主

に、投資有価証券が43百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は8,235百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,297百万円減少いたしました。

 

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は1,853百万円となり、前連結会計年度末に比べ95百万円増

加いたしました。これは主に契約負債が367百万円増加し、未払法人税等が201百万円減少したことによるもの

であります。また固定負債は443百万円となり、前連結会計年度末に比べ5百万円増加いたしました。

この結果、負債合計は2,296百万円となり、前連結会計年度末に比べ100百万円増加いたしました。

 

(純資産)
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当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、5,938百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,397百

万円減少いたしました。これは主に自己株式が、その取得に伴い5,326百万円増加したことによるものであり

ます。

この結果、自己資本比率は70.0％(前連結会計年度末は82.4％)となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,937百万円（前年同期

比69.0％減）となりました。当第２四半期連結累計期間の各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は816百万円（前年同期比39.4％減）となりました。これは主に、税金等調整前四

半期純利益によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は171百万円（前年同期比2,809.9％増）となりました。これは主に、投資有価証券

の取得による支出、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は5,985百万円（前年同期比1,059.7％増）となりました。これは主に、自己株式の

取得による支出によるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、76百万円（前年同四半期累計期間０

百万円）であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 59,520,000

計 59,520,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,605,800 15,605,800
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 15,605,800 15,605,800 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行されたものは含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 2022年７月１日～

 2022年９月30日

（注）

92,400 15,605,800 60,221 716,084 60,221 681,684

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（５）【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

鈴木　勝喜 東京都立川市 2,531 20.57

ＱＵＩＮＴＥＴ　ＰＲＩＶＡ

ＴＥ　ＢＡＮＫ　（ＥＵＲＯ

ＰＥ）　Ｓ．Ａ．　１０７７

０４

（常任代理人 株式会社みずほ

銀行決済営業部）

４３　ＢＯＵＬＥＶＡＲＤ　ＲＯＹＡＬ　

Ｌ－２９５５　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

917 7.46

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 812 6.60

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　

ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳ

Ｔ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５

２２４

（常任代理人 株式会社みずほ

銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　３５１　ＢＯＳＴＯＮ　

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　０２１０

１　Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

800 6.50

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬ

ＩＴＹ　ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥ

Ｄ　ＳＴＯＣＫ　ＦＵＮＤ　

（ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ　ＡＬ

Ｌ　ＳＥＣＴＯＲ　ＳＵＢＰ

ＯＲＴＦＯＬＩＯ）

（常任代理人 株式会社三菱Ｕ

ＦＪ銀行）

２４５　ＳＵＭＭＥＲ　ＳＴＲＥＥＴ　Ｂ

ＯＳＴＯＮ，　ＭＡ　０２２１０　Ｕ．

Ｓ．Ａ．

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　決

済事業部）

602 4.89

長谷部　政利 東京都練馬区 411 3.34

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４－１０ 397 3.23

ＦＣＰ　ＳＥＸＴＡＮＴ　Ｇ

ＲＡＮＤ　ＬＡＲＧＥ

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店）

９　ＡＶＥＮＵＥ　ＰＥＲＣＩＥＲ　７５

００８　ＰＡＲＩＳ

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

353 2.87

ＣＡＣＥＩＳ　ＢＡＮＫ　Ｆ

ＯＲ　（ＥＱＵＩＴＩＥ

Ｓ）　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴ

Ｙ　ＵＣＩＴＳ　ＣＬＩＥＮ

ＴＳ

（常任代理人 香港上海銀行東

京支店）

１－３　ＰＬＡＣＥ　ＶＡＬＨＵＢＥＲ

Ｔ　７５０１３　ＰＡＲＩＳ　ＦＲＡＮＣ

Ｅ

（東京都中央区日本橋３丁目１１－１）

246 2.00

川久保　真由美 東京都杉並区 222 1.81

計 － 7,295 59.28
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 3,300,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,256,800 122,568

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

単元未満株式 普通株式 49,000 － 同上

発行済株式総数  15,605,800 － －

総株主の議決権  － 122,568 －

　（注） 単元未満株式の欄には、自己株式が81株含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社プロシップ
東京都千代田区飯田橋

３－８－５
3,300,000 － 3,300,000 21.15

計 － 3,300,000 － 3,300,000 21.15

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,271,528 4,937,695

売掛金及び契約資産 1,326,597 1,182,844

仕掛品 121,780 167,412

貯蔵品 584 598

その他 79,043 157,272

流動資産合計 11,799,535 6,445,823

固定資産   

有形固定資産 37,821 80,702

無形固定資産   

ソフトウエア 220,980 216,686

その他 1,067 1,067

無形固定資産合計 222,048 217,754

投資その他の資産   

投資有価証券 1,069,576 1,113,528

その他 404,504 378,161

貸倒引当金 △552 △552

投資その他の資産合計 1,473,528 1,491,136

固定資産合計 1,733,398 1,789,593

資産合計 13,532,933 8,235,417
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 232,000 223,896

契約負債 608,046 975,330

未払法人税等 477,500 275,933

賞与引当金 62,565 182,395

役員賞与引当金 37,000 22,275

受注損失引当金 22,623 13,239

その他 318,121 160,162

流動負債合計 1,757,857 1,853,233

固定負債   

役員退職慰労引当金 109,200 109,200

退職給付に係る負債 329,290 334,319

固定負債合計 438,490 443,519

負債合計 2,196,347 2,296,752

純資産の部   

株主資本   

資本金 648,953 716,084

資本剰余金 642,512 709,642

利益剰余金 9,827,165 9,598,504

自己株式 △1,747 △5,328,017

株主資本合計 11,116,884 5,696,214

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 36,399 71,883

その他の包括利益累計額合計 36,399 71,883

新株予約権 183,302 170,566

純資産合計 11,336,586 5,938,664

負債純資産合計 13,532,933 8,235,417
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 3,074,821 3,255,214

売上原価 1,422,381 1,682,468

売上総利益 1,652,439 1,572,745

販売費及び一般管理費 ※１ 631,502 ※１ 832,476

営業利益 1,020,937 740,269

営業外収益   

受取利息 13,308 16,468

受取配当金 2,090 3,245

為替差益 1,047 6,514

その他 9,425 5,954

営業外収益合計 25,872 32,183

経常利益 1,046,810 772,452

特別利益   

新株予約権戻入益 4,108 39,628

事業分離における移転利益 ※２ 39,978 －

特別利益合計 44,087 39,628

税金等調整前四半期純利益 1,090,897 812,081

法人税等 347,970 265,705

四半期純利益 742,927 546,375

親会社株主に帰属する四半期純利益 742,927 546,375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 742,927 546,375

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 6,016 35,483

その他の包括利益合計 6,016 35,483

四半期包括利益 748,943 581,859

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 748,943 581,859
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

     （単位：千円）

    
前第２四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,090,897 812,081

減価償却費 64,200 77,486

賞与引当金の増減額（△は減少） 109,849 119,830

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,188 △14,725

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △14,358 5,029

受注損失引当金の増減額（△は減少） 3,198 △9,383

受取利息及び受取配当金 △15,399 △19,714

為替差損益（△は益） △1,047 △6,514

新株予約権戻入益 △4,108 △39,628

事業分離における移転利益 △39,978 －

売上債権の増減額（△は増加） 179,099 143,753

棚卸資産の増減額（△は増加） △18,432 △45,645

仕入債務の増減額（△は減少） 49,591 △8,103

前受金の増減額（△は減少） 394,689 －

契約負債の増減額（△は減少） － 367,283

その他 △94,025 △130,773

小計 1,685,987 1,250,976

利息及び配当金の受取額 16,369 20,143

法人税等の支払額 △354,120 △454,336

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,348,235 816,784

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 － △66,286

有形固定資産の取得による支出 △600 △54,503

無形固定資産の取得による支出 △45,294 △60,492

敷金及び保証金の回収による収入 － 9,757

事業譲渡による収入 40,000 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,894 △171,526

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 20,809 115,360

自己株式の取得による支出 △83 △5,326,270

配当金の支払額 △536,857 △774,695

財務活動によるキャッシュ・フロー △516,132 △5,985,605

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,047 6,514

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 827,256 △5,333,833

現金及び現金同等物の期首残高 5,418,766 7,271,528

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 6,246,023 ※１ 1,937,695
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日
　　至 2021年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

　　至 2022年９月30日）

給与手当 179,942千円 187,772千円

賞与引当金繰入額 67,362 70,664

役員賞与引当金繰入額 18,762 22,275

退職給付費用 5,726 7,582

研究開発費 0 76,231

 

※２　事業分離における移転利益

前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

事業分離における移転利益39,978千円は、当社の連結子会社である株式会社プロシップフロンティアに

おける一部事業を外部へ譲渡したことによるものであります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

現金及び預金勘定 9,246,023千円 4,937,695千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,000,000 △3,000,000

現金及び現金同等物 6,246,023 1,937,695

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月22日

定時株主総会
普通株式 538,431 35 2021年３月31日 2021年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月21日

定時株主総会
普通株式 775,035 50 2022年３月31日 2022年６月22日 利益剰余金

 

（注）株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年８月10日開催の取締役会決議に基づき、自己株式3,298,000株の取得を行いました。この結果、当

第２四半期連結累計期間において自己株式が5,326,270千円増加し、当第２四半期連結会計期間末において自己株式

が5,328,017千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日 至2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益計算書
計上額
（注）２ 

パッケージ
ソリューション事業

その他事業

売上高     

外部顧客への売上高 2,992,470 82,350 － 3,074,821

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 11,035 △11,035 －

計 2,992,470 93,385 △11,035 3,074,821

セグメント利益 999,215 20,727 995 1,020,937

　（注）１．セグメント利益の調整額995千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

　     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日 至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益計算書
計上額
（注）２ 

パッケージ
ソリューション事業

その他事業

売上高     

外部顧客への売上高 3,210,328 44,885 － 3,255,214

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 11,910 △11,910 －

計 3,210,328 56,795 △11,910 3,255,214

セグメント利益 723,375 15,367 1,526 740,269

　（注）１．セグメント利益の調整額1,526千円は、セグメント間取引消去によるものであります。

　     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

 

財又はサービスの種類及び収益認識の時期別

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計パッケージ
ソリューション事業

その他事業

(1) パッケージ（注）    

① 一時点で移転される財又

はサービス
1,004,057 － 1,004,057

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
1,115,588 － 1,115,588

(2) 保守    

① 一時点で移転される財又

はサービス
－ － －

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
872,824 － 872,824

(3) その他    

① 一時点で移転される財又

はサービス
－ 57,000 57,000

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
－ 25,349 25,349

顧客との契約から生じる収益 2,992,470 82,350 3,074,821

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 2,992,470 82,350 3,074,821

（注）固定資産管理システムのライセンス販売及び導入・開発作業
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当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

 

財又はサービスの種類及び収益認識の時期別

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計パッケージ
ソリューション事業

その他事業

(1) パッケージ（注）    

① 一時点で移転される財又

はサービス
1,046,533 － 1,046,533

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
1,188,422 － 1,188,422

(2) 保守    

① 一時点で移転される財又

はサービス
－ － －

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
975,372 － 975,372

(3) その他    

① 一時点で移転される財又

はサービス
－ 15,940 15,940

② 一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
－ 28,945 28,945

顧客との契約から生じる収益 3,210,328 44,885 3,255,214

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,210,328 44,885 3,255,214

（注）固定資産管理システムのライセンス販売及び導入・開発作業
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 48円28銭 37円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 742,927 546,375

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
742,927 546,375

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,388 14,617

   

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 47円85銭 37円09銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株） 136 110

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社プロシップ(E05466)

四半期報告書

18/22



２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月10日

株式会社プロシップ

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 廿樂　眞明

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井澤　依子

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社プロ

シップの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月１日から2022

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社プロシップ及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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